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この1ヶ月間、当局は何をしてきたのか！
なぜ当局はもう少し前向きに、積極的な仕事ができないのか？
退勤時特休は作らない、迂回費用は払わない、派遣職員のストレスケアは消極的、で一丸になれるか！
　自治労県職労は4月26日、2011春季要求回答交渉を行いました。（概要）

　3月の要求提出交渉直前に発生した東日本大震災を受け、要求書に盛り込んだ地震関連項目やその後申入れた事項についても当局の姿勢を質しました。

できない理由が理解できない！退勤時特休
・要求：年休の少ない臨任・非常勤職員や育児・介護で年休が貴重な職員が、退勤時の心配をしないで安心して出勤できるよう、人事院が3月17日（1か月以上前！）に改正した規則を準用して、退勤時の特別休暇を認めてほしい。
・回答⇒国と規程が異なり適用できない。課題としては認識している。

制度を改正するだけだろ！実費弁償
・要求：今後も余震や夏の大規模停電も想定されるので、特に、収入の少ない非常勤職員等や若手職員の負担を考慮して迂回通勤の実費を弁償してほしい。
・回答⇒現行制度上は難しい

なぜ積極的に対応しない！ストレスケア
・要求：雲仙普賢岳や阪神淡路大震災、中越地震の際にも、現地職員だけでなく、支援に行った職員にも「惨事ストレス」によるメンタルヘルス不全が生じている。自ら希望して支援に向かった職員は県にとっても貴重な財産だ。今後も健康で働き続けられるよう必要なケアを行ってほしい。
・回答⇒自治労の作成した「惨事ストレスケア」パンフは参考にさせていただいた。人材課長も派遣職員のいる所属長に「十分な休養とメンタルケアをするよう」メールを送った。

心身両面のケアは必要。メンタル面で不安があれば、健康管理センターに相談してもらいたい。

なぜ働かない！人事当局！！
　東日本大震災発生から1か月が経過していますが、この間、臨任・非常勤・再任用職員も含め全職員は、計画停電により交通機関の運休・間引き運転等で困難な中でも通勤し、また、被災地支援のための派遣にも多くの職員が積極的に参加しています。

　一方で当局は、ほとんど何の成果も出していません。私たちが聞きたいのは、「できない理由」ではなく、具体的な改善案です。

「派遣職員のメンタルケア」である程度前向きな姿勢を示したものの、なぜ待ちの姿勢なのでしょうか？なぜもう一歩踏み出せないのでしょうか？

　「退勤時の特別休暇」は、当局が好んで準用する人事院が既に決めたことであり、条例改正事項でもなく、当局が通知を出すだけで変更できるものです。できない理由が全く理解できません。

　「迂回通勤費用の実費弁償」は、確かに前例踏襲でいけば出せないのかもしれません。
しかし、現行の制度が想定できない事態が発生した以上、その事態に対応できるよう制度を変えるのは当然のことです。

困難な中でも県民サービスを支え、被災者支援に従事する職員を支えるのが人事当局の仕事です。

昔、厳しい先輩職員にいわれたことはありませんか？「やる気がなければ辞めちまえ！」と
2011春季要求回答交渉概要
	自治労県職労の要求
	労務統括官の回答

	○震災関連要求

・災害支援派遣職員のストレスケア
・災害発生等退勤時の特別休暇
・通勤経路途絶時の迂回通勤に係る実費弁償
	・自治労が作成したパンフを参考にしている。人材課長は派遣職員の所属長宛にメールを送り、帰任後の十分な休養やメンタル面への配慮を求めている。メンタル面で心配な職員は健康管理センターに相談してもらいたい。

・課題認識はあるが、国と規程が異なるため、退勤時特休は適用できない。

・現行制度では迂回通勤の実費弁償は難しい。

	○労働時間短縮

・適正な人員配置、予算・議会対応の適正化、「調査もの」の改善、超勤予算の削減反対
	・これまでも総務部長通知など、時短にむけての管理職の意識改革も行ってきた。引き続き努力したい。

・より簡素で効率的な行政が求められており、人員もその延長で抑制基調だ。

・欠員補充も、正規にこだわらず、臨任・非常勤・再任用も活用していく。

	○メンタルヘルス不全対策

・メンタルヘルスの総合対策のために、産業医の活用について協議の場の設定を。
	・これまで、自治労県職労の要求に様々対応してきた。

・産業医の活用についての組合との意見交換は、職員厚生課とも調整したい。

	○県庁改革

・県政総合Ｃ商工観光課の再編について。

・職業技術校の指定管理検討は容認できない

・予算・庶務等の内部管理事務を各部筆頭課への集約を
	・県政総合Ｃ商工観光課は、これまでの診断士の業務、委託業務以外の対応となる。

・職業技術校の指定管理についての検討会は、職訓指導員の雇用をなくすために検討しているのではない。
・出先機関の見直しを今後1年かけてやる。

	○「不適正」経理問題

・職員アンケートを基に、制度・運用の改善を
	・再発防止に向けてアンケート結果も活用していく。

	○行政補助員問題

・行政補助員制度を抜本的に見直し、一方的な雇止めを行わないこと。
	・現行の制度は、広く県民に門戸を開き就業の機会を与えている。

	○ノーマライゼーションの推進

・グループウエアを視覚障害者が対応できるよう対応すること
	・現在情報システム課で対応を検討している。

	○公正労働の確立

・県関係業務に従事する労働者の賃金・労働条件を確保するために、公契約条例の制定を
	・先行例を見極めたい。

・入札は金額だけでなく、サービスの質も重視している。


自治体再生に向け頑張る仲間たち④
○「自治労いわて（4/22）」より

◇沿岸南部の後方支援拠点に～遠野市
　今回の震災は沿岸部だけではなく、内陸部の自治体にも大きな影響を与えています。

　遠野市では、地震により市役所中央館が全壊し、使用不能となりました。市は西館に災害対策本部を設置し、中央館・東館の各課も移転させることで市役所機能の維持に取り組んできました。

　市の被害状況は、4月21日現在で4人が死亡、4人が行方不明、瓦落下等391戸の家屋被害が確認され、被害総額は27億円に迫っています。職員及び組合員の人的被害はなかったものの建物被害は9件発生しています。

　ライフラインについては、電気の復旧には丸2日間を要しました。また、深刻なガソリン不足により職員は乗り合いでの通勤を余儀なくされました。

　市では震災直後から、沿岸南部の被災自治体（山田町・大槌町・釜石市・大船渡市・陸前高田市）まで車で約１時間という立地条件のもと、職員全体体制で沿岸南部被災地の後方支援活動に従事しています。

　さらに、陸上自衛隊、警察、消防、医療関係者のほか、ライフライン復旧に携わる民間企業の後方支援基地の一大拠点としての役割も果たしています。

　県本部は4月3日、遠野市職労へ物資支援を行うとともに、市役所の被害状況の確認と職員の業務実態について調査を行いました。

　それにより、職員は通常業務に加え、市内被災者の支援・避難所運営、沿岸被災自治体の要請に基づく人的支援・避難者の受け入れ・物資搬送、遠野市に入る各分野の支援団（調査団）受け入れ等、業務量が激増している実態が明らかとなりました。

　沿岸被災自治体への支援活動は長期化することが想

定されている中、職員の健康を心身ともに維持していくことは大きな課題といえます。
○「自治労福島（4/22）」より
◇風評被害を吹っ飛ばせ！

～福島県産いちご販売
　東京電力福島第一原発事故の放射能漏れによる風評被害に、福島県の農家は苦しんでいます。自治労福島県本部は少しでも農家の方々の力になれればと思い、4月16日に活動を終え帰宅する自治労復興支援活動第一グループの仲間のみなさんへ「いちご」の販売を行いました。用意した30箱はあっという間に完売しました。たくさんの方にご購入いただき、本当にありがとうございました。福島県産のいちごは「甘くて美味しい！」と大変好評でした。今後も、旬の野菜・果物の販売を考えておりますので、みなさんのご支援とご協力をお願いいたします。

◇自治労復興支援活動第2グループ活動スタート
　4月17日から第2グループ72人の仲間が活動を始めました。11日から16日まで活動していた第1グループより引き継いだ、福島市・相馬市での避難所支援行動、新地町での避難所支援行動・医療支援行動・アルバム等の汚れ落し・整理作業に加えて、二本松市での避難所支援行動・避難所撤収・物資搬送の補助業務を行います。二本松市では原発事故の影響で町の一部が非難対象となっている浪江町の役場機能、避難者を受け入れています。第2グループの活動は24日までです。
自治労県職労恒例

地引網
　○日時：5月28日（土）11時現地集合
　○会場：藤沢市鵠沼海岸「殿網」（江ノ島水族館裏）
○会費：家族／2,000円　単身／1,000円
自治研神奈川集会に参加を
「震災から見えた地域の役割と自治体の任務」（オープニング集会）
　○日時：6月3日（金）18時30分～

　○会場：神奈川県地域労働文化会館

○講師：葉上太郎氏（地方自治ジャーナリスト）









